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令和 2年度決算に基づく健全化判断比率及び 

資金不足比率の審査意見について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項

の規定により、審査に付された令和 2 年度決算に基づく健全化判断比率及び資

金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類の審査を行ったの

で、意見書を提出します。 
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令和2年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 

 

 

第１ 審査の対象 

令和 2 年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事

項を記載した書類 

 
 
第２ 審査の期間 

  令和3年7月30日から同年8月19日まで 

 

 

第３ 審査の方法 

  審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した

書類について、関係書類と照合し、必要に応じて関係職員の説明を聴取して、計数の正確性につい

て審査した。 

 

 

第４ 審査の結果 

島原市監査基準に基づき審査を行った。 

その結果、審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を

記載した書類は、いずれも関係法令に準拠して作成され、その計数も正確であり、適正に作成さ

れていると認めた。 

１ 健全化判断比率                          （単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

― 

(13.14) 

― 

(18.14) 

3.1 

(25.0) 

― 

 (350.0) 

（備考） 

１ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率の算定において赤字額がない場合、また、将来負

担比率の数値がマイナスの場合は「―」を記載。 

２ （  ）内は早期健全化基準 

 

２ 資金不足比率                           （単位：％） 

会 計 名 資金不足比率 経営健全化基準 

令和2年度島原市水道事業会計 ― 
20.0 

令和2年度島原市温泉給湯事業特別会計 ― 

（備考） 資金不足比率の算定において、資金不足額がない場合は「―」を記載。 
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第５ 健全化判断比率の概要 

 

１ 実質赤字比率 

実質赤字比率とは、一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模（本市が通常の状態

で経常的に収入されるであろう一般財源の規模）に対する比率であり、算定式は次のとおりで

ある。 

 

 一般会計等の実質赤字額 
実質赤字比率 ＝              

 標準財政規模 

 

標準財政規模 ＝ 標準税収入額等 ＋ 普通交付税 ＋ 臨時財政対策債発行可能額 

 

令和2年度決算に基づく実質赤字比率は、次のとおりである。 

  （単位：千円・比率 ％・△印 減） 

一般会計等実質収支額　A 301,967 323,283 △ 21,316

一般会計実質収支額 301,967 323,283 △ 21,316

標準財政規模　B 11,335,554 11,346,467 △ 10,913

― ―

(2.66) (2.84) (△ 0.18)

区　　　分 比較増減令和2年度
平成31年度

（令和元年度）

実質赤字比率　　A／B

（備考） 実質赤字比率の算定において赤字額がない場合は「―」を記載。 

 

実質赤字比率は、一般会計等の実質収支額が赤字である場合に算定されるが、令和 2 年度の

一般会計等の実質収支額が黒字であることから、実質赤字比率は生じていない。 
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２ 連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率とは、公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額又は資金不足額

の標準財政規模に対する比率であり、算定式は次のとおりである。 

 

 全会計の実質赤字額又は資金不足額 
連結実質赤字比率 ＝                   
 標準財政規模 

 

 

令和2年度決算に基づく連結実質赤字比率は、次のとおりである。 

（単位：千円・比率 ％・△印 減） 

令和2年度
平成31年度

（令和元年度）

連結実質赤字額　A 1,162,885 1,458,651 △ 295,766

　　一般会計 301,967 323,283 △ 21,316

　　国民健康保険事業特別会計 69,066 18,314 50,752

　　後期高齢者医療特別会計 12,731 11,939 792

　　水道事業会計 754,668 1,088,410 △ 333,742

　　温泉給湯事業特別会計 24,453 16,705 7,748

標準財政規模　B 11,335,554 11,346,467 △ 10,913

― ―

(10.25) (12.85) (△ 2.60)

区　　　分 比較増減
実質収支額又は
資金不足・剰余額

実質収支額又は
資金不足・剰余額

連結実質赤字比率　　A／B

（備考） 連結実質赤字比率の算定において赤字額がない場合は「―」を記載。 

 

連結実質赤字比率は、各会計の実質収支額又は資金不足・剰余額の合計額が赤字である場合

に算定されるが、令和 2 年度の各会計の実質収支額又は資金不足・剰余額の合計額が黒字であ

ることから、連結実質赤字比率は生じていない。 
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３ 実質公債費比率 

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率の３か年平

均であり、算定式は次のとおりである。 

 

 （①＋②）－（③＋④） 
実質公債費比率 ＝              の３か年平均 
 標準財政規模－④ 

 
① 元利償還金  ② 準元利償還金 

③ 特定財源   ④ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 

 

令和2年度決算に基づく実質公債費比率は、次のとおりである。 

（単位：千円・比率 ％・△印 減） 

項　　目

元利償還金　　          ①

準元利償還金　        　②

特定財源　　          　③

基準財政需要額算入額　　④

標準財政規模

実質公債費比率（単年度） Ⓓ 2.95811 Ⓒ 2.68836 Ⓑ 3.83690 Ⓐ 3.58093

平成31年度実質公債費比率
(３か年平均)

（Ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒ）／3
令和2年度実質公債費比率
(３か年平均)

（Ⓑ＋Ⓒ＋Ⓓ）／3

令和2年度

1,772,777

124,321

238,042

1,364,089

11,346,467

3.3

3.1

11,335,554 11,583,02611,385,969

平成31年度
(令和元年度)

1,863,032

186,034

292,522

1,491,610

平成30年度

1,955,475

289,501

332,394

1,534,595

平成29年度

2,024,757

338,567

386,815

1,619,730

 

令和2年度の実質公債費比率（3か年平均）は3.1％で、早期健全化基準の25.0％を大きく下

回っている。 

前年度（3か年平均）の3.3％に比べ0.2㌽下回っており、単年度の比率をみてみると昨年度

は下降し今年度は上昇している。 
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４ 将来負担比率 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率であり、算定式は次

のとおりである。 

 

 ① － ② 
将来負担比率 ＝         
 ③ － ④ 

 

① 将来負担額   ② 充当可能財源等 

③ 標準財政規模 ④ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 

 

令和2年度決算に基づく将来負担比率は、次のとおりである。 

（単位：千円・比率 ％・△印 減） 

項　　　　目 令和2年度
平成31年度

(令和元年度)
比較増減

将来負担額　① 27,211,353 26,625,014 586,339

  地方債の現在高 23,805,356 23,401,034 404,322

  債務負担行為に基づく支出予定額 0 0 0

　公営企業債等繰入見込額 1,131,218 1,047,386 83,832

　組合負担等見込額 138,164 141,665 △ 3,501

　退職手当負担見込額 2,136,615 2,034,929 101,686

　設立法人の負債額等負担見込額 0 0 0

　連結実質赤字額 0 0 0

　組合等連結実質赤字額負担見込額 0 0 0

充当可能財源等　② 27,439,448 26,163,769 1,275,679

　充当可能基金 6,405,581 6,142,532 263,049

　充当可能特定歳入 2,401,033 2,398,546 2,487

　基準財政需要額算入見込額 18,632,834 17,622,691 1,010,143

標準財政規模　③ 11,335,554 11,346,467 △ 10,913

算入公債費等の額　④ 1,364,089 1,491,619 △ 127,530

将来負担比率（①－②）／（③－④） － 4.6%

 

平成 31年度決算に基づく将来負担比率は4.6％であったが、令和2年度決算に基づく将来負

担比率は一般会計等が負担する将来の負担額よりも、将来負担額に充当可能な財源が上回って

いたため「―」である。 
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第６ 資金不足比率の概要 

資金不足比率とは、公営企業会計ごとの資金不足額の事業規模（料金収入の規模）に対する比

率であり、資金不足額は、法適用の公営企業においては、流動負債等の額から流動資産等の額を

控除した額を基本として算定され、また、法非適用の公営企業は、実質赤字額と事業規模で算定

される。 

各事業の資金不足比率の算定式は、次のとおりである。 

 

                   流動負債等 － 流動資産等 
水道事業会計資金不足比率  ＝                  

（法適用）              事業規模 
 

                       各会計の実質赤字額 
温泉給湯事業会計資金不足比率  ＝                 

（法非適用）               事業規模 

 

１ 水道事業会計資金不足比率 

水道事業会計の資金不足比率の概要は、次のとおりである。 

（単位：千円・比率 ％・△印 減） 

区   分 令和2年度
平成31年度

(令和元年度)
比較増減

資金不足額　A（a-b） △ 754,668 △ 1,088,410 333,742

　流動負債等　a 147,226 120,732 26,494

　流動資産等　b 901,894 1,209,142 △ 307,248

事業規模　B 668,723 666,180 2,543

資金不足比率　A／B 　　　　　― 　　　　　―

    （備考） 資金不足比率が生じない場合は「―」を記載。 

 

水道事業会計の資金不足比率は、資金不足額が△754,668 千円となり資金不足額が発生してい

ないため、資金不足比率は生じていない。 

 

２  温泉給湯事業会計資金不足比率 

温泉給湯事業会計の資金不足比率の概要は、次のとおりである。 

（単位：千円・比率 ％・△印 減） 

区   分 令和2年度
平成31年度
(令和元年度)

比較増減

資金不足額　A（a-b） △ 24,453 △ 16,705 △ 7,748

　歳出額等　a 119,634 120,380 △ 746

　歳入額等　b 144,087 137,085 7,002

事業規模　B 67,849 75,059 △ 7,210

資金不足比率　A／B 　　　　― 　　　　―

    （備考） 資金不足比率が生じない場合は「―」を記載。 

 

温泉給湯事業会計の資金不足比率は、資金不足額が△24,453千円となり資金不足額が発生して

いないため、資金不足比率は生じていない。 
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第７ 意見・要望 

令和2年度決算に基づく健全化判断比率については、実質赤字比率及び連結実質赤字比率共に赤

字額がない結果となり、実質公債費比率については3.1％、将来負担比率についてはマイナス表示

である。それぞれ早期健全化基準を大きく下回る結果であり、良好な状態といえる。今後とも引き

続き適正な財政運営に努めていただきたい。 

また、各公営企業会計の資金不足比率は、資金不足額が発生していないため生じていない。しか

し、温泉給湯事業特別会計においては、一般会計からの繰入があるゆえの黒字であることから、

各公営企業会計においては、今後も経営の健全化に努められたい。 


